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米国向け日本産牛肉輸出促進に向けた
業界などにおける取り組み

（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）
ニューヨーク事務所 中島勝紘

2026年9月7日（月）～10月5日（月）



本セミナーをお申込みいただいた方以外へのURLの転送はご遠慮ください。

録画、録音、資料印刷等の保存行為につきましてはご遠慮ください。

 YouTubeの動画視聴に関する技術的なご質問にはお答えできかねますので、ご了承ください。

ご登録いただいたアドレスは、alicセミナーの開催以外の目的で利用いたしません。

セミナー後は、アンケートにご協力をお願いします。
下記URLのアンケートフォームからご回答ください。

https://www.alic.go.jp/consumer/foods/event.html

alicセミナー受講にあたっての注意事項
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セミナーの流れ

01 米国における牛肉の生産・消費動向

02 日本産牛肉の米国内での流通および課題

03 Japanese Wagyu Partnersの立ち上げと、米国内での活動について

04 今後の展望・活動の方向性

05 おわりに・御案内
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① 日本産牛肉の米国への輸入状況

② 商流拡大に向けた課題

③ 関係機関および業界の取組



01 米国における牛肉の生産・消費動向
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・ 米国は牛肉の生産、消費共に世界最大級。牛肉生産量は2025年にブラジルにに次ぐ世界第２位ととなったが、消費数量
は世界１位のままとなっている。
・ 牛肉生産は米国にとって重要な産業であり、消費の観点においても牛肉文化は非常に強く根付いている。
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資料：米国農務省海外農業局USDA/FAS「PSD」

順位 国・地域 2022年 23年 24年 25年

1 ブラジル 1,035 1,095 1,185 1,261

2 米国 1,289 1,229 1,229 1,184

3 中国 718 753 779 801

4 EU 672 646 666 641

5 インド 435 447 457 468

6 アルゼンチン 314 328 318 315

7 豪州 188 222 258 289

8 メキシコ 218 222 226 217

9 ロシア 135 137 144 141

10 カナダ 141 133 130 126

牛肉生産量上位10か国・地域（万トン）

順位 国・地域 2022年 23年 24年 25年

1 米国 1,280 1,264 1,305 1,316

2 中国 1,066 1,109 1,152 1,164

3 ブラジル 752 811 827 827

4 EU 647 620 638 628

5 インド 291 292 304 299

6 アルゼンチン 242 251 234 240

7 メキシコ 195 208 220 219

8 ロシア 160 159 169 169

9 日本 123 123 121 118

10 英国 116 114 118 114

牛肉消費量上位10か国・地域（万トン）
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・ 米国は世界最大級の牛肉生産国であるが、2022年に発生した大規模な干ばつの影響により肉用牛の飼養頭数が減少。
・ と畜頭数の減少及び肥育牛価格の高騰も急速に進展しており、豚肉や鶏肉（ブロイラー）の価格と比較して牛肉価格は
急速に高騰し推移している。

5
資料：USDA経済調査局（ERS）「Livestock and Meat Domestic Data」
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米国におけると畜頭数と肥育牛価格の推移

と畜頭数

肥育牛価格
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米国における牛肉、豚肉、鶏肉の卸売価格の推移

牛肉

豚肉

ブロイラー

（米ドル/100ポンド）
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・ 米国においては、牛肉に代わり豚肉及びブロイラーの生産量が増加している。消費量については牛肉価格の高騰やブロ
イラー消費量が増加している中でも牛肉消費量は堅調に推移している。
・ 消費者は、インフレが継続し家計が圧迫される中においても食肉を優先して購入している。その中でも家庭内消費向け
の日常的な購入では価格が重視される一方、特別な機会ではレストランでの消費を含めよりぜいたくな商品が消費される
傾向が強まっており、低価格帯の商品とぜいたく品が併存する二極化市場が形成されている。
・ ぜいたく品としては特に牛肉が消費される傾向が強く、米国産の牛肉の中でもプライム級やチョイス級のような脂肪交
雑が多いものの需要が高まっている。
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米国一人当たりの年間食肉消費量の推移
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米国内で生産される食肉生産量の推移

牛肉

豚肉
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資料：USDA/ERS「Livestock and Meat Domestic Data」
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（キログラム）（万トン）
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（参考）米国産牛肉の部位別輸出割合（2022年）

ソトバラ（95％）
ウチバラ、ナカバラ（85％）

ウチモモ（19％）
ソトモモ（43％）
モモ（14％）ブリスケ（3%）

かたロース（12%）
カタ（ウデ）（22%）
ウデ（トウガラシ）（10%）

ストリップロイン（7％）
テンダーロイン（3％）

トモサンカク（5％）

リブロース
（5％）

資料：米国食肉輸出連合会（USMEF）

・ 米国では、ステーキ、バーベキュー、ハンバーガーによる牛肉の消費が多い。ステーキによく使われる部位について、
ロイン系部位としてはストリップロイン、リブロース、テンダーロイン、非ロイン系部位としては肩ロース（デンバース
テーキ）、トモサンカク、イチボ（ピカーニャ）が中心となっている。
・ バーベキューにおいては、調理する際に大きくとれる部位であるブリスケが特に夏季に人気となっている。
・ そのほか、ハンバーガー（パティ）や挽肉材として、トリミング材に加えその他の部位を活用している。かたやバラ、
モモなどの部位は他国・地域へ輸出することに加え、米国内でも挽肉以外の活用方法をプロモーションすることにより、
牛一頭当たりの付加価値を高めている。
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01 米国における牛肉の生産・消費動向
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米国内の牛肉需給バランスの推移

輸入数量 生産数量－輸出数量 輸出数量

（万トン）

資料：USDA/ERS「Livestock and Meat Domestic Data」「Livestock and Meat International Trade Data」
注：枝肉重量ベース
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・ 米国における牛肉生産の減少と価格の高騰により消費市場は二極化しており、低価格帯の商品として挽肉の需要が増加
している。一方で、現在米国において挽肉の主な材料となるトリミング材は脂肪分が多く、単独で商品に加工することが
できない。そのため、米国ではステーキ等の牛肉需要を満たすとともに挽肉の材料として必要な赤身を中心としたトリミ
ング材の需要を満たすため、牛肉輸入量が増加している。
・ 現在、カナダ及びメキシコといった近隣国以外に豪州及びブラジルからの牛肉の輸入が拡大している。



（参考） 米国のステーキおよびハンバーガーの販売例

２種類のロイン系部位を含むTボーンステーキ
（ニューヨーク州内ステーキハウス）

味付けを自分で調整できるハンバーガー
（カリフォルニア州内レストラン）
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01 米国における牛肉の生産・消費動向

＜米国におけるタンパク質需要全体へ影響を与える要因＞
・ 米国では健康志向やグルカゴン様ペプチド薬GLP-1の肥満治療薬としての普及が、消費者の食習慣に対して影響を
もたらしている。

・ GLP-1利用者は食事で摂取する食品の総量が減少する一方で、筋肉量維持のためタンパク質摂取を重視する傾向が
あり、食肉を含む高タンパク食品の需要が拡大している。また、総食料支出は減少する可能性があるものの、外食で
の高品質な食肉や魚介類への支出は増加する傾向がみられ、少量・高付加価値商品の需要拡大が見込まれている。



（参考）牛肉のドライエイジング処理

世界最大級のドライエイジング施設内部（ニュージャージー州内Pat LaFrieda Meat Purveyors社）。
施設において倉庫内を２℃前後に維持し通気しながら牛肉を維持し、30～120日間程度熟成を行う。
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（参考）米国の小売店における牛肉（米国産含む）の販売状況

一般的な挽肉の隣に陳列されるパティ
（コロラド州内スーパーマーケット）

精肉販売コーナーで販売されるロイン系とセカンダリーカット
（コロラド州内スーパーマーケット）

薄切りされた状態で販売される牛肉
（ニューヨーク州内大型量販店）

夏季にバーベキュー用で販売されるブリスケ
（ニューヨーク州内大型量販店）
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02 日本産牛肉の米国内での流通および課題
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・ 日本が活用可能な牛肉の低関税数量枠（TRQ）の拡大やEC・小売店での販売拡大もあり、コロナ禍の2021年は1,219ト
ンと前年比２倍以上の伸びを記録。
・ 2022年は1,014トンと前年を下回ったものの、2023年は1,194トン、2024年は1,501トンと米国内での流通・在庫量
は拡大中。2025年は約2,026トンと前年の数量を約35.0%増と大幅に上回り、過去最大を記録。
・ 日本が活用する米国の「その他」の国・地域カテゴリーのTRQは、競合するブラジル産牛肉等の影響により１～３月に
は全量消化されている状況。 そのため、日本産和牛についても特に冷凍品が１月に集中。
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02日本産牛肉の米国内での流通および課題
①日本産牛肉の米国への輸入状況



米国およびEUに輸出対応可能な食肉処理施設の配置について

資料：農林水産省ウェブサイトより抜粋 14
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米国の各国・地域に対する牛肉TRQの数量と消化状況（2025年まで）

国・地域
TRQ数量（ト

ン）
消化数量（トン）
（消化率（％））

TRQ内関税 TRQ外関税

カナダ 数量枠なし ― 無税 ―

メキシコ 数量枠なし ― 無税 ―

豪州 数量枠なし注 ― 無税 ―

ニュージーランド 213,402
171911.8
（80.56%）

4.4セント/kg 26.4%

アルゼンチン 20,000
19312.2

（95.6%）
4.4セント/kg 26.4%

ウルグアイ 20,000
18853.6

（94.3%）
4.4セント/kg 26.4%

その他 65,005
１月17日に全量

消化
4.4セント/kg 26.4%

資料：米国税関・国境警備局 (CBP), “QuotaStatus Report”2025年12月29日時点

注：豪州に対しては、WTOに基づく数量枠（378,214トン）と豪州・米国自由貿易協定（AUSFTA）の無関税枠の合計が本来
のTRQ数量となるが、豪州からの輸出数量に比べて多いことと、2023年からは枠外の関税率も撤廃されているため、実質
的に無税で輸出できる状況となっている。

ブラジル、パラグアイ、日本、オランダ等が活用
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米国の牛肉TRQの数量の変更概要（2026年1月1日から運用開始）

国・地域
TRQ数量（ト

ン）

カナダ 数量枠なし

メキシコ 数量枠なし

豪州 数量枠なし

ニュージーランド 213,402

アルゼンチン 20,000

ウルグアイ 20,000

その他 65,005

国・地域
TRQ数量（ト

ン）

カナダ 数量枠なし

メキシコ 数量枠なし

豪州 数量枠なし

ニュージーランド 213,402

アルゼンチン 20,000

ウルグアイ 20,000

英国 13,000

その他 52,005

〇変更前（25年12月31日まで） 〇変更後（26年1月1日から）

資料：CBP, “Quota Bulletin” 16
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TRQの「その他」カテゴリーの国・地域における消化状況

資料：US Customs and Border Protection, “QuotaStatus Report”
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52,005
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米国における日本産牛肉関税率（合計）の推移

資料：米国ホワイトハウス、内閣官房、農林水産省等の公表資料および聞き取りにより作成。
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発効されたベースラインの相互関税率（合計）

８/7以降発効した第二段階の関税率（合計）

日米合意を反映した相互関税率、25年11月13日
以降の関税率

IEEPAに基づく国家緊急事態の
宣言および相互関税の発令

4/9の第二段階の相互関
税発効後（合計50.4%）、
4/10から90日間停止

第二段階の相互関税の発効
を延期し、相互関税率の変
更を公表（合計51.4%）

連邦最高裁判所の
判決に伴う還付対象

日米合意を
踏まえた
還付対象

第二段階の相互関税の発効を延期
し、相互関税率の変更を発令

7/31

低関税枠内の関税率は、
4.4¢/kg（従量税）

8/7に遡って適用される
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（合計41.4%）

相互関税の対象品目から
牛肉などが除外
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日本産牛肉の輸入経路と輸入後の流通経路（イメージ）

資料：聞き取り等によりJETRO作成

ロサンゼルス港
/ロングビーチ港

ロサンゼルス空港

海上輸送
（輸入）

航空輸送
（輸入）

陸送：トラック / 鉄道

シカゴ・オヘア空港

ニューアーク空港
/JFK空港

航空輸送
（輸入） 航空輸送

（輸入）

陸送：トラック / 鉄道

海上輸入

➢ 冷凍牛肉を大量に輸入する場合 空輸：航空便

陸送：トラック
（一部鉄道）

主に
✓ ロサンゼルス港
✓ ロングビーチ港

主に
✓ 東海岸 の事業者拠点倉庫

主に
✓ 西海岸・中西部・東海岸 の事業者拠点倉庫

航空輸入

➢ 冷蔵/冷凍牛肉を少量輸入する
場合

➢ 早急に輸入する場合

陸送：トラック

主に（最寄りの空港）
✓ ロサンゼルス空港
✓ シカゴ・オヘア空港
✓ ニューアーク空港
✓ JFK空港

主に
✓ 西海岸・中西部・東海岸 の事業者拠点倉庫

各拠点へ

各拠点へ

19
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①日本産牛肉の米国への輸入状況



米国における日本産牛肉の主な消費地と今後の新興市場

ラスベガス

サンフランシスコ

ロサンゼルス

ニューヨーク

マイアミ

シアトル

ダラス

ヒューストン

シカゴ

フィラデルフィア

シャーロット

アトランタ

フェニックス

デンバー

オースティン

サンアントニオ

ニューヨーク州

フロリダ州

カリフォルニア州 ネバダ州

既に日本産和牛が浸透している地域・都市

今後の新興市場として注目されている地域・都市

資料：聞き取り等によりJETRO作成 20
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（参考） 日本産和牛の販売・消費形態の例

ステーキ用のロイン系部位（右側）
（ニューヨーク州内高級食材店）

精肉コーナーで販売されるトライティップ（トモサンカク）
（カリフォルニア州内アジア系スーパーマーケット）

リブロースを使ったステーキ（イベント用）
（イリノイ州内高級レストラン）

炙った和牛を用いた寿司
（ニューヨーク州内寿司店）

しんたまを使ったスモーク（イベント用）
（イリノイ州内高級レストラン）21
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✓ 日本産和牛の流通量が多いと推察される地域以外に新たな
消費地を開拓。

✓ パンデミック後の人口動態等も踏まえ、
・人口の多い（市場規模が大きい）地域
・高所得層や高級レストランが多い地域
・観光客が多い地域
・和牛に関心を持つディストリビューターがいる地域
がターゲットになり得る地域。

✓ 新興市場に対しては確実な流通体制を構築するとともに、
新たな顧客に対しては特にきめ細やかなカスタマーサポー
トを構築することが重要。

✓日本政府、都道府県、業界等によって、ロサンゼルス、サンフランシスコ、ニューヨーク、マイアミ、
ラスベガスといった主要消費地でプロモーションを実施してきた結果、日本産和牛の輸入量が増加。

✓しかしながら、直近では大都市圏では実需者への供給は飽和状態に近づいており、日本産和牛同士での
競合や価格競争が発生するなど、当初のような大幅な伸びは期待できない。

主要消費地における日本産和牛の需要の伸び悩み

ロイン系部位が高値過ぎるため事業者や消費者の購入意欲が高まらない

✓高級牛肉を取り扱う外食・小売事業者からも「日本産和牛は高価過ぎて手に余る」との声。

✓消費者は、ホリデーシーズン、誕生日、記念日などの「特別な日」に高級牛肉を消費する傾向にあるも
のの、その中でも高価格帯の日本産和牛はターゲット層が限定的。

➢日本産和牛の輸出促進を継続するために必要な考え方

新たな消費地の開拓01 非ロイン系部位の需要創出02
✓ 日本産和牛の価格に幅を持たせ、事業者や消費者に価格帯の
選択肢を付与。

✓ 非ロイン系部位を取り扱うアジア系・ヒスパニック系事業者
も重要なターゲットとなり得る。

✓ 非ロイン系部位を取り扱いづらい米系事業者への普及も模索
する必要がある一方で、新規市場への拡大についてはまずは
ロイン系の流通量が十分確保されることが重要。

資料：JETROまとめ 22
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日本産和牛の米国内での商流・流通のイメージ

✓ 日系輸入・ディストリビューター
・日本国内に本社を置く食肉大手の関連企業
・独自に米国に本社を置く食肉輸入企業

✓ 非日系輸入・ディストリビューター
・米系卸大手のグループ企業
・米系食肉輸入企業
・米系食肉加工業者兼配送業者 等

✓ 高級日本食レストラン
✓ 寿司店
✓ 焼肉店 / 韓国式焼肉店
✓ ステーキハウス
✓ 高級洋食店

〇輸入・ディストリビューター 〇レストラン

✓ 日系スーパーマーケット
✓ 高級米系スーパーマーケット
✓ 米系倉庫型スーパーマーケット
✓ 精肉店
✓ ECサイト

〇小売店

日系輸入・ディストリビューター
FedEX

主流の流通形態

日系・非日系
レストラン / 小売店自社配送（トラック）

委託

非日系
レストラン / 小売店

レストラン / 小売店指定の
米系食肉/食品卸

日系・非日系
レストラン / 小売店

日系貿易商社

（加工・カットする場合）
日系食肉加工施設
米系食肉加工施設

日系・非日系
レストラン / 小売店

増加している流通形態

非日系
レストラン / 小売店

米系ディストリビューター

上記の流通形態に加え、日系輸入・ディストリビューターから米系ディストリビューターへのア
プローチまたはその逆のアプローチによって、米系食肉/食品卸への販売が増加傾向。

日系輸入・ディストリビューター

日系輸入・ディストリビューター

日系輸入・ディストリビューター

日系輸入・ディストリビューター

【日本産和牛の流通にかかわる事業者の事業形態】

資料：聞き取り等によりJETRO作成 23
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日本産和牛の輸出拡大に向けた個別商流に着目したプロモーション

輸出者

日本産牛肉の主な商流・特徴

＊米系（一部日系）
＊米国各地に数千以上
＊エリア毎に配送網・得意先
を持つ（縄張りを持つ）

＊日本産和牛に関する知見を
持たない者も多い

＊日系が大半
＊日系の場合、日本産和牛に
関する豊富な知見を有する。

卸売事業者

輸入事業者

＊ステーキハウス、ブッチャー
（精肉店：小売店内型に加え、
高級専門店も数多く存在）など
米国特有の顧客も。
＊近年は、Korean BBQや火鍋な
どの大きな顧客への広がりも。

顧客
（レストラン・小売店）

消費者

実需者向け（B向け）プロモーション

消費者向け（C向け）プロモーション

資料：JETROまとめ 24
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プロモーションの継続的な実施に加え、TRQの改善や
日本産和牛の業界内での地位確立・向上に向けた取り組みも重要



日本産和牛のプロモーションを行う主な関係機関と事業の流れ（2025年度）

日本産和牛の輸出促進にかかわる機関としては主に下記の４つ。自治体・生産者・輸出事業者が一体となったコン
ソーシアムによるプロモーションや在米日本大使館による日米当局間との交渉、規制情報の発信などが行われている。

(1)農林水産省：プロモーションに関する費用の支出、全体的な方針の策定、大使館における活動の調整などを実施。

(2)日本畜産物輸出促進協会(J-LEC)：日本の会員と調整し、オールジャパンでのプロモーションを実施。

(3)日本貿易振興機構(JETRO)：現地の展示会への出展や輸出プラットフォーム運営、個別商流への支援などを実施。

(4)日本産食品海外プロモーションセンター(JFOODO)：品目・地域を絞った特に消費者向けプロモーションを実施。

農林水産省経済産業省

JETRO

JFOODO

JETRO 海外拠点

J-LEC

デジタル広告、
イベント等開催

日本産和牛のプロモーション

助言・指導

助言・指導

食肉生産者、
輸出事業者現地事業者

（＋輸出事業者）

資料：JETROまとめ
25
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特定の輸入者・卸（・顧客）と連携して、
他商流への悪影響を避けつつ、既存の
商流を太くする。

シェフによる
利益率の高い
メニューの提案

日本産和牛に関する顧客への教育活動
〇実施地域：ニュージャージー州、オクラホマ州、ワシントンDC

〇主な内容：基礎セミナー、カッティングデモ・試食提供、商談
〇イベントの対象者：卸の顧客（レストラン・小売店）
〇成果
・商談件数（参加バイヤー数）：138件（名）
・成約件数：15件 卸売事業者に

よる売込み

日本産食材サポーター店との協力
〇実施地域：ECサイト（２つ）インディアナ州（１店舗）、
カリフォルニア州（３店舗）

〇主な内容：新メニュー提供、PRイベントの開催等
〇イベントの対象者：一般消費者

PRイベントの
様子

26

提供された
メニュー
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公平性に留意しながら、新たに日本産
和牛を取り扱う卸売事業者を開拓

Annual Meat Conference（AMC）への出展

〇AMC：全米唯一の食肉専門の展示会・商談会
〇内容：輸入事業者２社の出展を支援。
（24年度は日本産和牛全体のPRを目的としたブース出展のみ）
〇参加者：食肉専門の卸、小売店、行政関係者等
〇成果
商談数：10件以上（成約が見込めるもののみを抽出）

新規日本産和牛バイヤー招聘

〇内容：J-LEC主催で、米系卸と教育機関を日本に招聘
＊訪問先：食肉学校、肥育農家、民間と畜場 等
〇招聘者：日本産和牛未取扱いの米系卸５社
〇候補者を募集するため、食肉加工業界が発信するネット記事等で周知を実施。

食肉学校訪問の
様子

27

日本産和牛の
ブース

各輸入事業者から
試食が提供
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これまでの事業において、和牛に特化し
た活動で得られた卸売事業者等とのつ
ながりや輸入業者とのコネクションを活
用し、今年度の事業で更に裾野を拡大

シェフ等養成機関との連携を拡大

〇内 容：事業を通じてコネクションを築いた教育機関と連携し、
日本産和牛に関連した教育コースを実施。

〇連携先：Culinary Institute of America（CIA：著名な
調理学校でNY、CA、TXにキャンパスが存在）、そして、
Range Meat Academy（オンラインスクール）にお
いて日本産和牛に関する講座を実施。

CIAでの和牛講座

28

（参考）新興市場における顧客への教育活動

〇内 容：レストランのシェフや小売事業者の調達責任者などを招
待し、日本人講師によるカッティングデモンストレーション、
米国人シェフによる日本産和牛を活用したメニューの紹
介などを実施。J-LEC会員企業と実需者によるネット
ワーキング・商談等が行われた。

〇開催地：イリノイ州シカゴ、アリゾナ州フェニックス、テキサス州ダラス

ダラスでのセミナー

02日本産牛肉の米国内での流通および課題
③関係機関および業界の取組



03 Japanese Wagyu Partnersの立ち上げと、
米国内での活動について

29



・農林水産省畜産局とフィリップ・セングUSMEF（U.S. Meat Export Federation：米国食肉輸
出連合会）名誉会長が、輸出拡大の課題解決に向けて意見交換を継続。
・農水省畜産局の要望も踏まえ、セング名誉会長が、日本産和牛肉のさらなる米国での普及を目的とす
る非営利団体Japanese Wagyu Marketing Institution（JWMI）を立ち上げ。
・2024年６月にJWMIと、農林水産省畜産局、認定品目団体畜産物輸出促進協会（J-LEC）が、
連携しながら取組を進めていく基礎として、協力覚書を締結。

03 Japanese Wagyu Partnersの立ち上げと、
米国内での活動について

2024年6月デンバー、左からセングJWMI代表、渡邉畜産局長（当時）、
川島畜産物輸出促進協会専務（当時）

30

2026年5月ワシントンD.C.において、日米業界関係者による周知
交流会「Strategic Partnership Launch and Industry 
Meeting」を開催。



➢ プラットフォームとなるウェブサイトの立ち上げ
• さまざまな資金を活用した活動がしやすいよう、有限会社Japanese Wagyu Partners
（JWP）を立ち上げ、情報発信のプラットフォームとなるウェブサイトを開設。

• ウェブサイトを活用し、以下について発信。
✓ 日本産和牛肉の正しい知識、科学的データ（科学的データは日本からインプット）
✓ 和牛肉の利用法の啓発 等

31https://www.japanesewagyupartners.com/

03 Japanese Wagyu Partnersの立ち上げと、
米国内での活動について



➢ 通関トラブルの解決
• 米国内の通関時、TRQ制度に伴う関税等の徴収に加え、下記のような通関トラブルが発生。
✓ 通関後、USDAによる検査時に開封されたストリップロイン（写真左）と開封されな
かったストリップロイン（写真右）

✓ 真空状態の解除で品質低下、変色。
✓ 部位にもよるが、廃棄処分となってしまった場合、商品販売価値として数千ドル程度
の損失が発生。

• 通関時検査の際の牛肉梱包の開披によるロス、検査官による通関可否のばらつき等の課題解決に向
けたインポーターへの聞き取り、通関検査員の教育に向けた調査活動など実施。

写真：事業者の協力によりJETRO撮影
32

03 Japanese Wagyu Partnersの立ち上げと、
米国内での活動について



04  今後の展望・活動の方向性

33



34

04  今後の展望・活動の方向性

＜日本産和牛のプロモーション＞
・個別の商流に留意しながら、B向け、C向けの教育活動や新規顧客開発を継続。
→ 各種事業を活用した日本産和牛教育事業、日本産食材サポーター店との協力、中西部を中心
とした新規バイヤー招聘、日系インポーター・ディストリビューターの連絡先リストの提供など。

・米系商流に入り込むべく、食肉事業者や食品事業者が集う場でのプレゼンス向上を狙う。
→ 米国内の業界団体が開催する会合やセミナーにおけるプレゼンテーションの実施や継続的な
交流によるビジネスイベントの開催など。

→ 日本産和牛が活用できるような米国国内におけるブランディングプログラムなどの検証を行い、
他国産Wagyuとの差別化の検討。

・将来的な実需者へのアプローチも継続。
→ 全米に影響力をもつシェフ等養成機関と連携し、シェフや精肉店、食肉加工業界に入る将来的な
実需者に対して日本産和牛全体のプロモーション活動を実施。

＜日本産和牛の輸出環境の整備＞
・現行TRQにおける課題解決に向けた取り組み。
→ 米国政府によるTRQの一時的な拡大等に関する情報収集・発信。

・牛肉梱包の開披によるロス等による通関トラブル低減に向けた取り組み。
・米国内の食品安全を巡る規制の変化等に対する取り組み。
→ 米国政府による「米国を再び健康に」（MAHA）運動や関連する食品添加物や包装容器の使
用に関する政策や「米国人のための食生活指針」による食生活のトレンドの変化等に関する情報
収集・発信。



（参考）米国の牛肉TRQの一時的な拡大概要（2026年８月27日時点）

国・地域 TRQ数量（トン）

カナダ 数量枠なし

メキシコ 数量枠なし

豪州 数量枠なし

ニュージーランド 213,402

アルゼンチン 20,000

ウルグアイ 20,000

英国 13,000

その他 52,005

〇26年1月1日からの運用（通常）

資料：米国税関・国境警備局 (CBP), “Quota Bulletin”
ホワイトハウス, 大統領令,ファクトシート 35

ブラジル、パラグアイ、日本、オランダ等が活用

国・地域 TRQ数量（トン）

カナダ 数量枠なし

メキシコ 数量枠なし

豪州 数量枠なし

ニュージーランド 213,402

アルゼンチン

20,000
2月～12月の間、挽肉材として
赤身トリミング材を対象に

合計80,000追加

ウルグアイ 20,000

英国 13,000

その他

52,005
９月１日～11月30日の間、

挽肉材として、
赤身トリミング材を対象に
合計300,000追加

〇26年9月1日からの運用（TRQ一時拡大）

04  今後の展望・活動の方向性



ご清聴ありがとうございました

日本貿易振興機構（ジェトロ）
ニューヨーク事務所

中島 勝紘

Katsuhiro_Nakajima@jetro.go.jp

565 Fifth Avenue, 4th Floor, New York, NY 

10017, U.S.A.

世界の

ビジネス関連情報

を毎日掲載！

閲覧無料

https://www.jetro.go.jp/biznews/

JETROビジネス短信

https://lin.alic.go.jp/alic/week/week.htm

海外の畜産関係の

情報を随時更新

ALIC海外情報

◼ ご注意

本日の講演内容、資料は情報提供を目的に作成したものです。主催機関および講師は資料作成にはできる限り正確に記載するよう努力しておりますが、その正確性を保

証するものではありません。本情報の採否はお客様のご判断で行いください。また、万一不利益を被る事態が生じましても主催機関及び講師は責任を負うことができま

せんのでご了承ください。

下記URLからアンケートにご協力お願いします。
https://www.alic.go.jp/consumer/foods/event.html



ホームページバナー広告募集します

■ 掲載料：10,000円／月（縦60ピクセル、横150ピクセル）
■ 申込み期間：随時
■ 申込み方法：メールにて受付

掲載枠

掲載枠

掲載枠

掲載枠

掲載枠

バナー広告掲載イメージ
トップページ右上部のバナー広告コーナーに掲載

申込み方法や期限などの詳細は機構
ホームページでご確認ください。

総ページビュー数
1135万件以上！
（2025年度実績）

総セッション数
６３０万件以上！
（2025年度実績）

からのお知らせ

気になる情報をメルマガでお届け！

広告募集ページ


